
Ｊ
Ｒ
星
田
駅
の
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
設
置
工
事
が
、

い
よ
い
よ
８
月
中
旬
か
ら
始
ま
り
ま
す
。

エ
レ
ベ
ー
タ
ー
設
置
と
あ
わ
せ
て
、
多
目
的
ト
イ

レ
の
新
設
な
ど
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
が
す
す
め
ら
れ

ま
す
。

完
成
は
、
平
成
２１
年
３
月
の
予
定
で
す
。

昨
年
制
定
さ
れ
た
「
地
方
公
共
団

体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法

律
」
に
も
と
づ
き
、
Ｈ
１９
年
度
決

算
か
ら
公
表
す
る
こ
と
が
定
め
ら

れ
ま
し
た
。

以
前
は
、
「
財
政
再
生
基
準
」
だ

け
で
し
た
。
今
回
か
ら
、
財
政
再
生

基
準
に
至
る
ま
で
の
自
主
的
に
改

善
努
力
す
る
「
早
期
健
全
化
基
準
」

が
定
め
ら
れ
ま
し
た
。

市
は
、
「
交
野
の
財
政
は
危
機
的

な
状
況
！
」
と
繰
り
返
し
て
き
ま
し

た
が
、
今
回
発
表
の
財
政
指
標
で

は
、「
早
期
健
全
化
基
準
」
に
も
「
財

政
再
生
基
準
」
に
も
該
当
し
て
い
ま

せ
ん
。

財
政
危
機
を
理
由
に
し
た
、
公
共

料
金
値
上
げ
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
切
り

下
げ
は
、
道
理
が
あ
り
ま
せ
ん
。

市
は
、
１８
日
に
開
催
さ
れ
た
「
市

議
会
全
員
協
議
会
」
に
て
、
Ｈ
１９
年

度
決
算
に
も
と
づ
く
「
財
政
健
全
化

判
断
比
率
（
速
報
値
）」（
表
参
照
）

を
公
表
し
ま
し
た
。

平成 19 年度 健全化判断比率（速報値） （全員協議会資料より）

一般会計
行政運営の基本的な会計

指標 11.25％～15％
（12.90％）

指標 20％

指標 16.25％～20％
（17.90％）

指標 25％

指標 350％

指標 20％

指標 30％
3 年間経過措置
5～10％上乗せ

指標 35％

―

14.7％

―

④
将
来
負
担
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

①
実
質
赤
字
比
率

⑤
資
金
不

足
比
率

「－％」 ない
特別会計

☆公共用地先行取得事業特別会計

公営企業会計
☆下水道事業特別会計・

水道事業会計

特別会計
☆国民健康保険特別会計・

介護保険特別会計・老人保健特別会計

一部事務組合
☆四條畷市交野市清掃施設組合

北河内 4 市リサイクル施設組合

地方三公社

☆交野市土地開発公社

早期健全化基準
自主的な改善努力

による健全化
―財政健全化計画の策定―

財政再生基準
国等の関与による再生

総務大臣に協議・同意

―財政再生計画の策定―

交野市
平成 19 年度

速報値

計画は議会の議決、個別外部監査義務付け・20 年度決算から適用・19 年度決算から公表

水道 0.0%・

下水道 0.0%

「－％」 ない

330.4％

京
阪
河
内
森
駅
は
、
平
成
１４
年
３
月
策
定
の
交

通
バ
リ
ア
フ
リ
ー
法
に
基
づ
く
「
河
内
磐
船
駅
、

河
内
森
駅
周
辺
地
区
整
備
基
本
構
想
」
の
残
事
業

と
な
っ
て
お
り
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
設
置
な
ど
早
期

の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
が
求
め
ら
れ
て
き
ま
し
た
。

こ
の
た
び
京
阪
電
鉄
よ
り
交
野
市
に
対
し
、「
河

内
森
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

事
業
を
平
成
２１
年
度
に
実
施

し
た
い
」
と
の
申
し
入
れ
が

あ
り
ま
し
た
。
今
後
市
と
京

阪
電
鉄
が
協
議
の
う
え
、
来

年
度
の
事
業
化
へ
と
動
き
出

し
ま
す
。

■
工
事
内
容

エ
レ
ベ
ー
タ
ー
（
上
り
・
下
り
）
、

多
目
的
ト
イ
レ
新
設
、
点
字
ブ
ロ
ッ
ク
、
点

字
案
内
板
、
２
段
手
摺
、

Ｌ
Ｅ
Ｄ
情
報
提
供
表
示
機
、
音
声
誘
導
装
置


